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第１章  総 則 

（目的） 

第１条 本業務は、千葉市が千葉市こてはし学校給食センター整備事業（以下「本事業という。」）  

 をＰＦＩ（Private Finance Initiative）手法により実施するに当たり、モニタリングに関する必

要な助言・支援を行うことを目的とする。 

（仕様書の範囲） 

第２条  本仕様書は、本事業のモニタリングアドバイザリー業務委託に適用する。なお、仕様書記載

の有無にかかわらず、本業務に必要と認められるものについては、監督員と協議し、その指示を受け

るものとする。 

（業務の範囲） 

第３条  受託者は、第２章に示す業務を遂行しなければならない。 

（工期） 

第４条  本業務の工期は、令和６年５月１日から令和７年３月３１日までとする。 

（受託者の義務） 

第５条  受託者は、契約の履行に当たり、業務の目的を十分理解した上で、最高の技量を発揮 

するよう努めなければならない。 

（監督員） 

第６条  委託者は、本業務について、指示・承諾・協議させる監督員を定め、受託者に通知す 

 るものとする。 

（関係法令の遵守） 

第７条 受託者は、業務の実施に当たり、関係法令及びこの委託契約を遵守するとともに監督員の指 

示を誠実に履行しなければならない。 

（関係官公庁との協議等） 

第８条 受託者は、関係する官公庁との協議を必要とするとき、本業務に関係する情報を入手したとき

は、速やかに監督員に報告しなければならない。 

（打合わせ等の記録・提出） 

第９条 受託者は、各種打合せ及び協議の内容を文書にて記録し、監督員に提出する。 

（資料の貸与） 

第１０条  委託者は、本業務を実施する上で必要な関係資料等を可能な限り貸与する。なお、この 

場合において、受託者は委託者から借用した資料に係る借用書を監督員に提出し、必要性がなくなっ

たときは、速やかに返却するものとする。 

（機密の保持） 

第１１条  受託者は、業務遂行過程で知り得た情報等を他に漏出してはならない。 

（疑 義） 

第１２条  受託者は、業務の方針や条件に疑義が生じた場合には、委託者と協議しそれを明確にする

ものとする。 

（提出書類） 

第１３条  受託者は、契約締結後速やかに作業計画書及び主任アドバイザー選任届を提出し、監督員

の承諾を得なければならない。 

（主任アドバイザー） 

第１４条  受託者は、全体的知識と経験を十分に有する主任アドバイザーに業務全般にわたる管理を

行わせなければならない。また、業務の精度を高めることを期するため、その業務に関する専門的能

力等を必要とするときには、適切な措置を講じなければならない。 

 



  

（成果品の提出等） 

第１５条  業務が完了したときは、直ちに委託者に委託完了届を提出するとともに、業務遂行に必要

な数量の成果品を納品しなければならない。また、受託者が提出した成果品・資料等は、委託者に帰

属するものとする。 

第２章  業 務 内 容 

（具体的な業務内容） 

第１６条 本業務において、受託者が実施しなければならない業務は、以下のとおりとする。ただし、

本業務には、調理業務の内容に関する支援を含まないものとする。 

（１）モニタリング等に関する支援業務 

委託者が特定事業契約に基づき実施する各種モニタリングについて、次のような支援業務を行う

こと。具体的には、特定事業契約、要求水準書、質問回答書、長期業務計画書、年間業務計画書、

各種法令及びマニュアル等に従って履行されているか確認すること。 

ア ＰＦＩ民間事業者から委託者に月毎に提出される業務報告書について、９月、２月分の維持管理

業務及び運営業務の履行状況を確認すること。その結果から改善すべき事項等があれば、市に対す

る意見等の資料を作成すること。 

イ 年間業務計画書（維持管理業務及び運営業務）の確認 

ＰＦＩ民間事業者から委託者に年１回提出される年間業務計画書（維持管理業務及び運営業務）

を確認すること。その結果から改善すべき事項等があれば、委託者に対する意見等の資料を作成し、

提出すること。 

ウ ＰＦＩ民間事業者から委託者に提出される決算報告書等の財務書類の内容が、本事業の継続性に

支障がないことを確認すること。 

エ 年２回（７月、３月）、民間事業者の業務履行状況を、ＰＦＩ民間事業者とともに立会いにより確

認すること。 

オ 委託者とＰＦＩ民間事業者との関係者協議会への出席等 

  委託者とＰＦＩ民間事業者との会議に年１回（７月）委託者と共に出席し、必要に応じて委託者

に対して助言又は資料作成の支援を行うこと。 

カ 委託者がＰＦＩ民間事業者に対して支払うサービス対価を計算し、その結果を委託者に報告する。

また、ＰＦＩ民間事業者が提供するサービスが契約書等を満たしていないと判断される場合には、

サービス対価の減額等の措置について検討、計算を行い、文書に取りまとめ、委託者に提出するこ

と。 

キ その他、必要に応じて委託者が実施するモニタリングに関し助言を行うこと。 

ク 委託者が公表するモニタリング結果報告書の案を確認するとともに、必要に応じて改善すべき事

項等について、市に対する意見等の資料を作成すること。 

（２）その他トラブル等事業契約履行上の支援業務 

ア 特定事業契約等の内容に疑義が生じた場合又は民間事業者が特定事業契約上の債務を履行しない

場合、その他市が特定事業契約に関する課題に直面した場合に、その対応方法を検討し、その結果

を委託者に報告すること。 


